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大学の貴重な研究成果を特許等の知的財産権で保護することは重要であり、画期的な成果（発明）については、国内のみならず海外での活用を視野に入れた知的財産権の確保が求められます。それでは、海外で特許を取得するにはどうしたらいいのでしょうか。

残念ながら、単一の手続きで多数の国で有効な特許、いわゆる国際特許、世界特許と呼ばれるものは実在しません。各国で特許要件や手続きが異なるため、国際的に通用する特許権を取得するには、国ごとに出願し登録することが必要です。

なお、国際特許といった言葉が用いられることがありますが、一般的には、後述の特許協力条約に基づく国際出願を指すようです。
海外での特許取得の方法としては、主として、パリ条約に基づき各国へ直接出願するパリルートと特許協力条約（ＰＣＴ）に基づき国際出願を行うＰＣＴルートがあります。
パリ条約は、１８８３年に締結された工業所有権保護のための基本条約であり、優先権１）を享受して海外で特許を取得する途を拓きました。しかし、各国の特許法に基づき、原則各国の言語で出願、審査を受けることが必要です。

一方、ＰＣＴは、パリ条約を一歩進めたもので、多数国への同一発明出願における各国特許庁での重複審査を回避し、出願人の労力軽減を図るために締結されました。
即ち、国際出願は、一つの出願で各国特許出願の束としての効果を有するものであり、通常は、日本の国内出願（基礎出願）から１年以内に受理官庁である日本国特許庁へ日本語で出願を行ことができます。そして、基礎出願から３０カ月以内に移行国を決定できること、その間に国際調査機関２）からの先行文献調査の結果やそれに基づく見解書が得られることから、パリ条約に比べ、各国出願の手続きの煩雑さを軽減でき、海外での権利取得の必要性を見極める期間を確保できるというメリットがあります。大学の研究成果については、特定の国のみに出願することはあまり想定されず、ＰＣＴルートを用いることが殆どのようです。

ところで、海外出願には国内出願にくらべ多大な費用が発生するために、出願発明の厳格な選定が必要になります。科学技術振興機構（ＪＳＴ）では、大学等の海外出願に対し資金的な援助を行っており、当大学での海外出願はＪＳＴの援助を受けて行うことを原則としていますが、この支援による出願は、各国への移行前に発明の特許性および市場性・製品化の可能性を評価する為にＰＣＴルートによる出願とされています。
当大学の海外出願は必ずしも多くはありませんが、産学連携・知的財産本部では、先生方の貴重な研究成果を海外も含めた知的財産権での保護とその活用に向け、支援をしてまいります。
１）優先権：特許出願後１年以内であれば外国出願において新規性喪失等の不利益を受けない権利をいう。
２）国際調査機関：新規性・進歩性に係る先行技術文献を調査するための機関であり、日本を受理官庁とする出願は、原則、国際調査機関の一つである日本特許庁で処理される。
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